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税制改正の影響によりADVANTAGE CLUBの販売を延期したことから、売上高は41,785百万円（前年同期比8.4％減）となり

ました。一方、本業である財産コンサルティング事業が大幅に伸長した結果、営業利益は3,858百万円（同10.0％増）と前年を上回り、

過去最高を更新しました。

　株主の皆さまには、平素より格別のご理解と
ご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

 　当社グループは「財産の承継・運用・管理を
通じてお客様の幸せに貢献していきます」を経
営目的に掲げている総合財産コンサルティン
グ会社です。当社グループのお客様である個人
資産家や企業オーナーの事業承継、不動産、相
続など、財産に関する「悩み」は環境の変化に伴
いますます複雑化しております。不動産価格の
上昇や金融資産の増加に伴う相続資産の増加
により相続税が課税される方々が増加し、その
課税額も増加傾向にございます。2030年代に
は団塊の世代の方々の大量の資産が相続され
ることが想定されており、相続に関するお悩み
を抱えている方々はますます増加傾向にあり
ます。事業承継においては、企業オーナーの高
齢化や後継者不在が依然として社会問題に
なっており、廃業を含めた様々な選択肢を検討
する必要性がございます。当社グループは同族
承継、従業員承継、M&A、廃業支援等、様々な選
択肢を提供できる専門家集団であり、企業オー
ナーの事業承継のすべての選択肢において
サービスを提供できる体制を構築しているこ
とから、ご相談件数が増加しております。昨今
では東京証券取引所の市場改革に伴う相談案
件も増えており、当該課題解決に向けたファイ
ナンシャルアドバイザリーサービスの提供も
行っております。
　当連結会計年度末のお客様数につきまして
は、前連結会計年度末から449名増加し3,567
名となりました。当社グループはお客様をメガ
バンクやエリアごとの有力地方銀行並びに地
域を代表する会計事務所などのパートナーか
らご紹介いただいておりますが、人的交流など
を含め当該パートナーとの連携を強化してお
ります。その結果、提携させて頂いているパー
トナーからのご紹介が大幅に増加したことか
ら、前年比10％のお客様数の増加計画に対し
て、計画を上回るお客様数の増加となりました。
2026年1月には岡山拠点準備室を開設いたし
ました。中国・四国エリアでのパートナーと連
携し営業体制を強化することにより、さらなる

お客様の増加を目指しております。また、岡山
以外の有力都市においても、2026年中に複数
拠点を開設する準備を進めております。
　一方、お客様へサービスを提供するコンサル
タントにつきましては、前連結会計年度末から
24名増加し281名となりました。2027年末の
330名目標に対して、着実に増加しております。
　既存のお客様や新しいお客様の増加にあわ
せて、よりよいサービスを提供するためには人
員の拡充とコンサルティング能力と人間力の
向上が何より重要であります。多様化するお客
様のお悩みを解決するための教育や人間力を
高めるために利他心を軸とした徳を積むこと
を継続してまいります。
　また、増大するお客様のニーズに対応するた
めに、コンサルタント人員の増加に加えて、
DX・AIを活用した生産性の向上を中期経営計
画に掲げております。コンサルタントとAIが共
創することにより、コンサルタントの育成、業
務の標準化・効率化、成約までの時間の短縮が
可能となります。当連結会計年度においては
8体のAIエージェントを開発中ですが、2027
年度末までに約300体のAIエージェントを開
発する予定です。AIを効率的に活用していくこ
とにより、コンサルタントの作業時間を削減さ
せてお客様との面談の機会を増やしてまいり
ます。
　財産コンサルティングにつきましては、上述
の通り、提携させていただいているパートナー
との連携の強化によりお客様数が増加してい
ることから成約件数が増加しました。また、
お客様の資産額が増加し、相続や事業承継対策
における規模も増大していることから成約単
価も上昇しました。さらには当連結会計年度か
らチェスターグループの売上も計上している
ことから、売上高は前年同期を大幅に上回りま
した。
　不動産取引につきましては、当社の主力商品
であるADVANTAGE CLUBについて、2026年
の税制改正において、貸付用不動産の評価方法
の見直しが行われる旨の新聞報道がなされま
したので、2025年11月に販売開始予定であっ
た新規商品の販売を延期いたしました。その結

果、売上高は前年を下回りました。なお、2026
年2月4日から新規商品の販売を開始しており
ま す。2026年 度 に お い て は200億 円（ 税 込
ベース）のADVANTAGE CLUBの販売を計画
しております。また、小口化以外の新たな不動
産商品についても販売を計画しております。　
　成長投資としての人的資本投資及びDX投資
を積極的に行ってまいりました。また、営業支
援システムの刷新やAI関連の投資を前倒しで
行い、さらには、優秀な人材の維持を図るため
にインセンティブの増加や働きやすい社内環
境を整備するためのインフラ投資を追加で行
いました。新規連結子会社の販管費やのれん等
の償却が含まれることから、販管費は前年同期
を大幅に上回りました。
　2026年度におきましては、財産コンサル
ティングにつきましては、複数の拠点を開設す
ることでさらなるニーズの拡大が見込め、不動
産取引につきましては、本格的な販売活動が第
2四半期以降になる予定で、2027年12月期以
降は販売額の増加を見込んでおります。

代表取締役社長

蓮見 正純

売 上 高 営業利益

（単位：百万円）

2024年度末 2025年度末
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8,015
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  44.4%
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45,618
3,506

100.03

3,265
41,785

3,858
114.78

36,098
84.81

期末中間

53.0
46.0

41.039,000

4,000
110.52 58.0

2026年
（第36期）（予想）

2026年
（第36期）（予想）

2026年
（第36期）（予想）

2026年
（第36期）（予想）

35.0

23.023.020.020.0

33.0

18.0

28.0

15.0

26.0

連結貸借
対 照 表

【 概 要 】

41,785
百万円

（前期比8.4%減  ）

3,858 114.78円 53.0円百万円
1株当たり
当 期
純 利 益

1株当たり
配 当

（前期比10.0％増  ）

1  総資産
現預金および販売用不動産が増加したこと
な ど に よ り、前 期 末 比2,997百 万 円 増 の
26,278百万円となりました。

2  有利子負債
長期借入金の増加などにより、前期末比242
百万円増の6,212百万円となりました。

3  純資産
利益剰余金の増加、配当金の支払いなどによ
り、前期末比1,896百万円増の11,712百万
円となりました。
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当社は主力コンサルティング商品として、不動産小口化商品「ADVANTAGE CLUB」を
提供しています。2025年下期は7月に「横浜元町通り」、9月に「神田靖国通りⅡ」、10月
に「新宿御苑」の任意組合を新規組成いたしました。いずれの商品も希少性の高い立地
や再開発に伴う賑わいが期待される等、安定的な運用が期待できる物件となっています。
今後もお客様の財産運用に資する商品として「ADVANTAGE CLUB」を提供してまいり
ます。

累 計 組 合 数 86組合
組 成 累 計 額 2,009.8億円
のべ組合員数 8,422名

ADVANTAGE CLUB® 2002年～
（2025年12月末現在）

都内3物件を新規組成

2021年末 2022年末 2023年末 2025年末2024年末

既存

ADVANTAGE CLUB® 組成累計額の推移
（単位：億円）

2,009.8

162.5
284.9

244.4
305.61,167.7

882.8

1,717.7
1,412.1 292.1

新規組成額

当社とチェスターグループとの経営統合を記念して、2025年7

月31日「富裕層のための財産戦略セミナー2025」を開催いた

しました。本セミナーは、相続や事業承継、金融資産運用、土

地の有効活用など多様なテーマについての知見を 1日で効率

よく得られる構成で、当日は110名以上のお客様にご来場いただ

きました。

「資産5億円以上の富裕層の相続実例から学ぶ「成功と失敗」の

分岐点」と題した基調講演では、財産の専門家と相続専門の税理士

がリアルな事例を交えながら、相続に関連する様々な話題に

ついて講演しました。テーマ別セミナーとして相続、不動産活用、

金融資産運用、事業承継の4テーマで行うとともに、個別相談会

も実施し、盛況のイベントとなりました。

当社代表取締役社長蓮見正純監修、青山財産ネットワークス事業承継研究チームが

執筆した書籍『社長、その決断が会社と家族の未来を変えます』が発刊されました。

ストーリー形式で進行する本書では、現実社会で多くの経営者や資産家が直面している“承継”と

いう最重要課題を7 人の経営者・資産家の物語として解説し、問題の本質に気づき、前を向いて

一歩踏み出す主人公の姿を通して、最善の選択をするために必要な知識と考え方を学べる内容に

なっています。

書籍『社長、その決断が会社と家族の未来を変えます』を発刊

当社ホームページに、新たに「財産診断」機能が追加されました。

資産の構成や課題を簡単にチェックできるこの機能は、相続

対策や資産活用を考える第一歩として最適です。質問に答える

だけで、現状の把握と今後の

方向性のヒントが得られます。

無料でご利用いただけますので、

ぜひご活用ください。

土地持ち資産家の皆さまに向けた、専用サイトを新たに公開しました。

相続・税務・資産活用など、土地に関する課題に特化した情報を

わかりやすくまとめており、実例や対策のヒントも豊富に掲載

しています。資産の有効

活用や次世代への承継を

お考えの方にとって、役立

つ情報が満載です。ぜひ

ご覧ください。

当社ホームページに
「財産診断」機能登場！

土地持ち資産家向け
新サイト公開

不動産特定共同事業
（任意組合金銭出資型）

横浜元町通り

2025年7月組成

出資総額19.5億円

神田靖国通りⅡ

2025年9月組成

出資総額63.0億円

Aoyama Zaisan Networks
事業トピックス

監　修：蓮見正純	 著　者：青山財産ネットワークス事業承継研究チーム

発売日：2025年11月28日	 出版社：株式会社クロスメディア・パブリッシング
出版概要

「富裕層のための財産戦略セミナー2025」を開催
統合記念

新宿御苑

2025年10月組成

出資総額44.2億円

https://www.azn.co.jp/book/shacho-ketsudan/

https://www.azn.co.jp/simulation/ https://www.azn.co.jp/service-lp/entry/
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AZNネットワーク 「AZN全国ネットワーク」とは、日本全国の会計事務所と税理士事務所を結び、当社
サービスを日本全国で提供する仕組みです。

（2026年1月1日時点）

国内92拠点
北海道・東北  �   11拠点 近畿  �   10 拠点
関東  �   33 拠点 中国・四国  �   12 拠点
中部  �   16 拠点 九州・沖縄  �   10 拠点

株主優待制度  

● AZN全国ネットワーク会員拠点数

当社は2011年度から15期連続増配をしており、今後も継続的な増配を行う方針です。
この実績を継続していくことを明確にするために、累進配当を導入しております。

累 進 配 当 …原則として減配せず、配当の維持もしくは増配を行う配当政策

2023年度 2024年度 2025年度 3ヶ年平均 目  標

配当性向 48.3% 46.0% 46.2% 46.8% 50%水準

DOE 11.2% 11.5% 11.9% 11.5% 10%水準株主資本コストは投資家との対話により
約8％と想定しております。

株主資本コストを上回る
DOE水準の維持

3

累進配当の導入2

配当性向50％水準1

配 当 方 針

保 有 株 式 数 優 待 内 容 　12月末日の株主様を対象

1,000株以上2,000株未満 QUOカード 2,000円分

2,000株以上3,000株未満 3,000円相当のギフトまたは寄付から1点選択

3,000株以上 5,000円相当のギフトまたは寄付から1点選択

さらに 30,000株以上保有 うかいグループ共通御食事券またはうかい特選牛肉またはカトープレジャーグループ施設利用券各30,000円相当

保 有 株 式 数 優 待 内 容 　6月末日の株主様を対象

1,000株以上2,000株未満 QUOカード 1,000円分
前期末時点で0～999株ご保有の方が当
期中間時点で1,000株以上2,000株未満
になった場合に贈呈

2,000株以上 3,000円相当のギフトまたは寄付から1点選択

さらに 10,000株以上を
2年以上継続保有

うかいグループ共通御食事券または
うかい特選牛肉各20,000円相当

 ギフト� ※イメージ

 うかいグループ共通御食事券または 
うかい特選牛肉� ※イメージ

当社は、2025年12月、一般財団法人日本次世代企業普及機構（以下、ホワイト財団）から「ホワイト企業2025 ゴールド認定」を付与され

ました。ホワイト財団は、“次世代に残すべき素晴らしい企業”を発見し、ホワイト企業認定によって取り組みを評価・表彰しています。

ホワイト財団では「ホワイト企業」とは、下記の3 要素を併せ持っている企業としています。

当社は、経営目的の一つである「共に働くメンバーの物心両面の幸せ」を実現するため、「働きがいのある職場風土づくり」を推進しております。

当社は、これからも従業員の働きやすい職場風土づくりの取り組みを推進してまいります。

当社は、持続可能な社会の実現に向け、社会貢献活動を継続的に推進しています。2025 年度は、

子ども支援および食品ロス削減を目的として、特定非営利活動法人グッドネーバーズ・ジャパンと

連携し、食品配布ボランティアや家庭内余剰食品支援を実施するとともに、食品配布事業へ寄付を

行いました。また、ペット共生社会の実現に向け、保護犬支援団体公益財団法人ヒューマニン財団

へのボランティア活動および寄付を実施しました。加えて、地域環境保全の一環として、社員参加

による地域清掃ボランティアを実施しました。当社は今後も、社会との共生を重視し、持続可能な

社会の実現に貢献する取り組みを継続してまいります。

2025 年 11月、「認知症を理解する」をテーマとしたオンラインセミナーを行いました。順天堂大学医学部附属順天堂

医院脳神経内科主任教授の波田野琢先生を講師にお招きし、認知症の原因、認知症のうち最多の「アルツハイマー型

認知症」、認知症を発症した人への対応、治療法、予防策などについてお話しいただきました。

「ホワイト企業2025　ゴールド認定」を取得

社会貢献活動

「心」と「体」の健康セミナーを開催

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ · ト ピ ッ ク ス

Aoyama Zaisan Networks

◉	長期にわたって健全な経営を続けられる優れたビジネスを行う企業

◉	従業員が安心して働き続けられるために優れた社内統治を行う企業

◉	時代のニーズに合わせた従業員の働きがい（エンゲージメント）を高く保つ企業

https://www.azn.co.jp/column/20251124-1228.html
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代 表 取 締 役 社 長 蓮　見　正　純

取 締 役 常 務 執 行 役 員 松　浦　　　健

取 締 役 常 務 執 行 役 員 小　川　隆　臣

取 締 役 常 務 執 行 役 員 橋　場　真太郎

取 締 役 常 務 執 行 役 員 長曽我部　利幸

取 締 役 長　坂　道　広

社 外 取 締 役 島　田　晴　雄

社 外 取 締 役 渡　邊　啓　司

社 外 取 締 役 森　　　まどか

社 外 取 締 役 内　田　士　郎

社 外 監 査 役（ 常 勤 ） 藤　多　洋　幸

監 査 役 中　塚　久　雄

社 外 監 査 役 六　川　浩　明

事業年度 1月1日〜12月31日

期末配当金受領株主確定日 12月31日

中間配当金受領株主確定日 6月30日

定時株主総会 毎年3月

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電  話 ： 0120-232-711（通話料無料）
郵送先 ： 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

上場証券取引所 東証スタンダード市場

公告の方法 当社ホームページにおける電子公告

商 号 株式会社青山財産ネットワークス

本 社
〒107-0052
東京都港区赤坂八丁目4番14号
青山タワープレイス 3階

設 立 1991年9月17日

資 本 金 12億7,166万円

事 業 内 容
財産コンサルティング
事業承継コンサルティング
不動産ソリューションコンサルティング

従 業 員 数 398名（グループ連結）

連 結 子 会 社

（株）日本資産総研
（株）青山綜合エステート
（株）青山フィナンシャルサービス
（株）青山ファミリーオフィスサービス
（株）青山財産ネットワークス九州
（株）青山財産インベストメンツ
（株）チェスター
（株）チェスターライフパートナー
（株）チェスターコンサルティング
（株）アーバンクレスト　他4社

会社概要 （2025年12月31日現在） 役 員 （2026年3月26日現在）

株 主 メ モ

発行済株式総数 … …… 25,123,859株
株主数 … ……………………… 9,639名

株 式 の 状 況 （2025年12月31日現在）

株主名 所有株数（株） 持株比率（％）

蓮見　正純 2,541,505 10.60

AVI JAPAN OPPORTUNITY TRUST PLC 1,779,100 7.42

USBK NA JP I&W TS 1,183,400 4.94

株式会社日本Ｍ＆Ａセンター 1,000,000 4.17

MSIP CLIENT SECURITIES 638,000 2.66

株式会社日本カストディ銀行（年金信託口） 571,000 2.38

株式会社キャピタル・アセット・プランニング 400,000 1.67

青山財産ネットワークス社員持株会 362,700 1.51

株式会社チェスター財産コンサルタンツ 300,000 1.25

株式会社チェスターマネジメント 300,000 1.25

（ご注意）
1. ‌株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口

座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設さ
れている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り
扱いできませんのでご注意ください。

2. ‌未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

大株主（上位10名）

2602056




